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一関地区広域行政組合介護保険運営協議会規則 

平成18年４月１日 

一関地区広域行政組合規則第18号 

改正 平成24年３月30日 規則第４号 

改正 令和６年３月29日 規則第５号 

（設置） 

第１条 この規則は、一関地区広域行政組合介護保険条例（平成18年一関地区広域行政組

合条例第27号）第３条の規定により、一関地区広域行政組合介護保険運営協議会（以下

「協議会」という。）に関し必要な事項を定めるものとする。 

 (所掌事項） 

第２条 協議会の所掌事項は次のとおりとする。 

⑴ 介護保険事業計画の策定及び推進に関して審議すること。 

⑵ 介護サービスの提供に関して審議すること。 

⑶ 介護保険法（平成9年法律第123号。以下「法」という。）第42条の２第５項の規定

により地域密着型サービスに関して審議すること。 

⑷ 法第54条の２第５項の規定により地域密着型介護予防サービス費の額に関して審議

すること。 

⑸ 法第78条の２第７項の規定により指定地域密着型サービス事業者の指定等に関して

審議すること。  

⑹ 法第78条の４第６項の規定により指定地域密着型サービスに従事する従業者に関す

る基準及び指定地域密着型サービスの事業の設備及び運営に関する基準に関して審議

すること。 

⑺ 法第115条の12第５項の規定により指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定

等に関して審議すること。 

⑻ 法第115条の14第６項の規定により指定地域密着型介護予防サービスに従事する従

業者に関する基準並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効

果的な支援の方法に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービスの事業の設備及

び運営に関する基準に関して審議すること。 

⑼ 法第115条の22第４項の規定により介護予防支援事業者の指定に関して審議するこ

と。 

⑽ 法第115条の46に規定する地域包括支援センターの設置、運営、事業評価等に関し
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て審議すること。 

⑾ 前各号に掲げるもののほか、介護保険事業の運営上必要と認める事項に関して審議

すること。 

２ 協議会は、前項第３号から第９号に掲げる事項並びに地域密着型サービス、地域密着

型介護予防サービス及び介護予防支援（以下「地域密着型サービス等）という。）の質

の確保、運営評価その他一関地区広域行政組合管理者が地域密着型サービス等の適正な

運営を確保する観点から必要と認める事項を審議するに当たっては、地域密着型サービ

ス等運営委員会（地域密着型サービス等の費用、事業者の指定等、設備及び運営等に関

し、市町村が行う介護保険の被保険者その他の関係者の意見を反映させ、及び学識経験

者を有する者の知見の活用を図るための必要な措置として設置される委員会をいう。）

としての機能を担うものとする。 

３ 協議会は、第１項第10号に掲げる事項を審議するに当たっては、介護保険法施行規則

（平成11年厚生省令第36号）第140条の66第１項第１号イに規定する地域包括支援セン

ター運営協議会としての機能を担うものとする。 

（組織） 

第３条 協議会は、委員15人以内をもって組織し､次の各号に掲げる者のうちから管理者

が委嘱する。 

⑴ 保健医療福祉の関係者 

⑵ 法第９条に規定する第１号被保険者及び第２号被保険者 

⑶ 各種団体等の関係者 

⑷ 学識経験を有する者 

２ 委員の任期は、3年とする。ただし、欠員が生じた場合における補欠委員の任期は、

前任者の残任期間とする。 

（会長及び副会長） 

第４条 協議会に、会長及び副会長１人を置き､委員の互選とする。 

２ 会長は、会務を総理し､会議の議長となる。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき、又は欠けたときは、その職務を代理

する。 

（会議） 

第５条 協議会は、管理者が招集する。 

２ 協議会は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 協議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところ
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による。 

（庶務） 

第６条 協議会の庶務は、介護保険課において処理する。 

 （補則） 

第７条 この規則に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この規則は、平成18年４月１日から施行する。 

   附 則（平成24年３月30日規則第４号） 

 この規則は、平成24年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年３月29日規則第５号） 

 この規則は、令和６年４月１日から施行する。 


